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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第59期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、第58期中間連結会計期間に係る主要な経営指標等

の推移については、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第58期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。第59

期中及び第59期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。第60期中は1株当たり中間純損失

が計上されているため記載しておりません。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― 4,053,604 3,444,527 6,927,843 8,496,056

経常利益又は経常損失(△) (千円) ― 323,159 △285,304 399,960 632,063

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) ― 158,433 △232,152 235,837 351,292

純資産額 (千円) ― 3,499,388 4,855,493 3,374,979 5,099,794

総資産額 (千円) ― 8,837,603 13,151,249 7,572,470 11,141,369

１株当たり純資産額 (円) ― 298.09 360.86 287.49 379.01

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失(△) 

(円) ― 13.50 △17.25 23.06 27.46

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 39.6 36.9 44.6 45.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 419,067 △733,697 1,251,033 1,000,547

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △395,140 △1,835,222 △1,651,046 △2,016,837

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 308,315 2,658,168 404,670 1,951,899

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) ― 470,621 1,170,332 135,303 1,071,587

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
― 
(―)

299
(120)

584
(83)

257 
(90)

389
(109)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第59期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、第58期中間会計期間に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第58期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。第59

期中及び第59期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。第60期中は1株当たり中間純損失

が計上されているため記載しておりません。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― 4,050,543 3,409,309 6,685,069 8,481,595

経常利益又は経常損失(△) (千円) ― 329,305 △158,874 438,261 665,339

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) ― 164,391 △100,547 244,336 325,887

資本金 (千円) ― 873,410 1,594,256 873,410 1,594,256

発行済株式総数 (千株) ― 11,739 13,455 11,739 13,455

純資産額 (千円) ― 3,581,689 5,008,910 3,473,042 5,160,533

総資産額 (千円) ― 8,903,226 10,919,297 7,640,040 11,138,920

１株当たり純資産額 (円) ― 305.10 372.26 295.84 383.52

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失(△) 

(円) ― 14.00 △7.47 23.93 25.42

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 3.00 3.00 6.00 6.00

自己資本比率 (％) ― 40.2 45.9 45.5 46.3

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
― 
(―)

286
(120)

312
(   82)

250 
(90)

330
(109)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1)主に光学事業に属する半製品を生産するため下記の会社を設立し、連結子会社といたしました。 

(名称)新潟岡本硝子株式会社 (住所)新潟県柏崎市 

(資本金)10,000千円 (主要な事業の内容)プロジェクター用反射鏡の製造 

(議決権に対する提出会社の所有割合) 100% 

(関係内容)役員の兼任 2名 

 (2)主に光学事業に属する加工業務を行うため下記の会社を設立し、連結子会社といたしました。 

(名称)有限会社オーテック (住所)千葉県柏市 

(資本金)3,000千円 (主要な事業の内容)ガラスの加工処理・研磨処理 

(議決権に対する提出会社の所有割合) 100% 

(関係内容)役員の兼任 2名   

当社製品の加工業務を行っています。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３  従業員数が当中間連結会計期間において195人増加していますが、その主な理由は、岡本光学科技(蘇州)有限公司が操業

を開始したことによるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社では労働組合は結成されておりません。労使関係は円滑に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

照明事業 65(13) 

光学事業 481(54) 

新規事業 4( 1) 

その他の事業 1( 0) 

全社(共通) 33(15) 

合計 584(83) 

従業員数(名) 312(82)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

A 当中間連結会計期間について 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し設備投資も増加していることに加えて、雇用情勢

が改善し個人消費も増加していることにより、回復基調を維持しました。アメリカ経済は、大型ハリケーンの一時

的影響が懸念されますが、堅調な拡大を続けています。ユーロ圏経済も、ドイツでは消費の減少など景気回復の足

踏みがみられますが、全体としては緩やかな景気回復が続いています。中国においては、依然として固定資産投資

の伸びによる景気の拡大が続いています。 

日本国内の家電市場では、大画面テレビの普及が進む中、家庭用プロジェクターも購買層が広がり販売が伸びて

いるなど新しい動きを見せております。 

このような経済環境のもと、当グループは、中期的展望に即したプロジェクター用反射鏡の生産能力の増強、価

格競争力強化、顧客との関係強化のための諸施策を進めました。具体的には、岡本光学科技(蘇州)有限公司の蒸着

工場が生産を開始したこと、新潟岡本硝子株式会社のガラス工場の建設、有限会社オーテックによるガラス基板の

孔あけ及び内面研磨が挙げられます。 

また、17年5月にプロジェクター用フライアイレンズの新量産ラインが本社工場に完成し、フライアイレンズの

販売数量は前年同期比で5割増と順調に増加しています。 

しかしながら、プロジェクターとリアプロジェクションテレビの在庫調整により、これまで急速に拡大していた

プロジェクター用反射鏡の需要は停滞し、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比で減少しました。 

これらを背景として、当中間期の連結業績は売上高3,444百万円(前中間連結会計期間比15.0%減)、経常損失285

百万円(前中間連結会計期間の経常利益323百万円)、中間純損失232百万円(前中間連結会計期間の中間純利益158百

万円)となりました。  

B 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の期首残高は1,071,587千円でありましたが、中間期末残高は98,744

千円増の1,170,332千円となりました。   

営業活動により資金は733,697千円減少(前中間連結会計期間は419,067千円の増加)しました。これは、減価償却

費523,777千円(前中間連結会計期間は435,300千円)などの増加要因に対し、税金等調整前中間純損失270,646千円

(前中間連結会計期間は税金等調整前中間純利益269,322千円)、研磨・孔あけについて外部業者での加工から連結

子会社での加工へ移行したことなどにより仕入債務が549,350千円減少 (前中間連結会計期間は191,487千円の増

加)したなどの減少要因があったためです。 

投資活動により資金は1,835,222千円減少(前中間連結会計期間は395,140千円の減少)しました。この減少は、生

産能力増強のための設備投資を継続して実施しているため、有形固定資産の取得による支出が高水準にあることに

よるものです。 

  売上高 営業利益又は営業損失(△) 

照明事業 651,504千円 ( △8.4%) △105,434千円 (  －   ) 

光学事業 2,695,637千円 (△13.7%) 193,750千円 (△67.4%) 

新規事業 10,475千円 (△44.6%) △60,233千円 (  －   ) 

その他の事業 86,910千円 (△56.2%) 4,870千円 (△92.1%) 



財務活動により資金は2,658,168千円増加(前中間連結会計期間は308,315千円の増加)しました。この増加は、長

期借入れによる収入3,122,578千円の増加要因に対し、減少要因が、長期借入金の返済による412,632千円および配

当金の支払額40,366千円などであったためです。 

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売額に在庫増減原価を加えております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

照明事業 464,395 △33.2 

光学事業 2,601,582 △19.9 

新規事業 7,410 △68.0 

その他の事業 53,879 △73.4 

合計 3,127,267 △25.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

照明事業 642,218 △13.2 46,265 △51.5 

光学事業 2,649,472 △18.3 354,899 △52.9 

新規事業 12,277 △39.9 1,802 16.6 

その他の事業 93,425 △54.9 11,461 △37.0 

合計 3,397,393 △19.3 414,428 △52.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

照明事業 651,504 △8.4 

光学事業 2,695,637 △13.7 

新規事業 10,475 △44.6 

その他の事業 86,910 △56.2 

合計 3,444,527 △15.0 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

Philips Innovative 
Applications NV 

981,319 24.2 691,206 20.1 

セイコーエプソン株式会社 63,169 1.6 384,735 11.2 

松下電器産業株式会社 451,356 11.1 332,782 9.7 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社における研究開発については、開発本部ガラス開発部8名、同薄膜開発部11名、同開発営業部1名が開発の中

心になり、必要に応じて各部署より人選を行ってプロジェクトチームを作り、バックアップ体制を整え、よりスピ

ーディーな開発に努めております。平成17年7月に新設された開発本部開発営業部は、同ガラス開発部、同薄膜開発

部と連携して市場調査、ニーズ調査を積極的に実施し、その結果に基づいた開発戦略、開発方針の設定を行い、よ

り効率的な利益重視の研究開発活動を目指しております。 

また、開発に従事する各メンバーは、それぞれ承認された年間あるいは半期の研究開発テーマに基づき、計画を

立て開発を進めております。毎月1回開催される技術検討会では、社長も含めて関係者が出席して活発な議論、意見

交換が行われ、進捗度のチェック、成果の確認、方向性の指示等が行われております。なお、平成17年9月中間期に

おける研究開発費は、照明事業30,260千円、光学事業56,737千円、新規事業64,302千円、合計151,300千円です。 

  

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次の通りであります。 

(1) 照明事業 

  ① 研究開発の基本方針 

    自動車用レンズ等の従来製品の高品質化や性能・生産効率アップ等の課題に取り組んでおります。また、当社

の得意とする耐熱性着色ガラスの需要開拓を進めております。一方、前期に引き続き環境負荷物質の使用量の低減

に努めております。 

  ② 主要研究開発テーマ 

    舞台照明用の各種着色フィルター用耐熱ガラスの開発を進めており、さらなる市場開拓も並行して実施してお

ります。一方、当社の照明用主力硝材中に含有される環境負荷物質の低減に努め、量産用タンク溶融炉では既に

含有率ゼロを達成しております。 

  

(2) 光学事業 

  ① 研究開発の基本方針 

    近年プレゼンテーションツールとして主流であるプロジェクター用反射鏡において、現在当社は金額ベースで

世界トップシェアを占めておりますが、今後の民生化への展開やリアプロジェクションテレビ（背面投射型テレ

ビ）への波及に向けて、より一層のコストダウンと照度向上を最大の課題として、生産技術開発を進めておりま

す。革新的な生産技術の開発による生産工程の変革を図ると同時に、日常的な量産性向上・歩留まり向上にも力を

注ぎ、更なる小型化、高輝度化の市場ニーズにも幅広く対応すべく、素材開発、成型技術の開発、加工技術の開

発、成膜技術の開発を進め、業界NO.1の高コストパフォーマンスを念頭に置いた技術開発を進めております。さら

に、反射鏡に付随して使用されるフライアイレンズに付きましても、世界トップシェア獲得を目指し、高品質化、

高性能化、低コスト化、差別化された独自工法と自前硝材を持つ強みを意識した量産化開発を併せて進めておりま

す。 

② 主要研究開発テーマ 

反射鏡用の基板素材である高耐熱性の結晶化ガラス（ＴＣＭ）に関しましては、照度の向上を目的として、成型



技術の向上（形状精度・表面精度の向上）及び成膜技術の向上（波長選択反射膜の高品質化と高性能化）に取り

組むとともに、日常的な量産性・歩留まり向上策として、冷却金型に関する開発や金型補正技術、温度管理技術の

向上等に取り組んでおります。 

同じく反射鏡用の基板素材であるアルミノホウ珪酸塩ガラス（ＸＨＫ）は、現在２基のタンク溶融炉にて生産中

ですが、さらなる量産性・歩留まり向上を目的とした操炉技術の開発に取り組んでおります。また、より高い耐熱

性を目指したガラス組成の改良にも着手致しました。 

さらに両硝材に共通な開発課題として、プレス成型時に孔開けを行う熱間加工技術の開発、自動検査工程の検

討、環境負荷物質のさらなる低減、生産管理を目的としたガラス組成の分析技術の向上等にも継続して注力してお

ります。 

一方、フライアイレンズは主としてダイレクト成型法にて量産を行っておりますが、現時点ではＡＲ（反射防

止）蒸着は外部に委託生産する体制となっており、コスト競争力に改善余地を残しております。ただ、従来から外

部に依存していた裏面研磨工程については一部内製加工を開始すると共に、競合他社では必須とされる裏面研磨工

程を省く事を目的とした表裏同時成型工法に挑戦した結果、顧客より高い評価を受けており、間もなく量産に踏み

切る段階に至っております。なお、高品質なガラスを採取するための特殊な構造システムを有するタンク溶融炉

が、２００５年５月より稼動しており、高品質なガラス素地の提供をしております。さらに、フライアイレンズ用

主力硝材中に含有される環境負荷物質は含有率ゼロを達成しております。 

他にも非球面同時成型のフライアイレンズ、更には超高精度の低融点硝子非球面レンズの光学成型等々、開発す

べきテーマを考慮に入れており、引き続き、内製技術の確立、また高品質化、高精度化に向けた開発を行って参り

ます。 

  ［用語解説］  

  アルミノホウ珪酸塩ガラス 

Al2O3-B2O3-SiO2 を主成分とするガラスで熱膨張率が低く、ガラス転移点の高い、耐熱性・耐熱衝撃性に優れた

ガラス 

  ダイレクト成形法 

   溶解炉で溶かしたガラスを直接金型などで成形するガラス製造法 

  

(3) 新規事業 

通信部門 

① 研究開発の基本方針 

光通信市場は長らく低迷状況が続きましたが、FTTHの本格的な立ち上がりにより需要回復の兆しが見えてきまし

た。これに伴い当社が参入を目指す光合分波用の薄膜フィルターも需要の拡大が期待されます。このフィルターは

汎用グレードと高機能グレードがありますが、当社は付加価値が高い高機能グレード、特にCWDMモジュール用フィ

ルターについてさらなる高機能開発と同時に、マーケティングに注力しております。 

なお、汎用グレードはアクセス系向けに需要が大きく伸びておりますが低価格化が加速しており、低コスト化を

図るべく当社の台湾子会社を含め海外生産による事業機会、および外注先との連携の検討を進めております。 

② 主要研究開発テーマ 

ADSLからFTTHへの転換が進むにしたがい、基幹系やメトロ系の分野で更に高機能な薄膜フィルターのニーズ創造

が予想されますので、これらに対応する研究開発を継続します。高機能フィルターの領域でも低価格化が進むと予

想されますので、より高効率な生産技術の確立を推進します。通信用薄膜で蓄積しました技術を応用して、今後の

成長が見込める新規用途向けに薄膜製品の開発を行う予定です。 

 「用語解説」 

  ＦＴＴＨ： 



   Fiber to the Homeの略で各家庭への光ファイバー通信を表す。 

  CWDM： 

   Coarse WDMの略で、メトロネットワーク系で使用される広幅光多重通信用バンドパスフィルターです。 

  ＡＤＳＬ： 

   銅線を利用したブロードバンド高速通信用手段である。 

  メトロ系（ネットワーク）： 

   都市を巡る光ファイバーネットワーク、ファイバーループを指す。 

  アクセス系： 

   ＦＴＴＨにおける各家庭への光ファイバー通信網を表す。 

  

(4) その他の事業 

   該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画は、当中間連結会計期間において、重要な変更事項はありません。 

(2) 重要な設備計画の完了 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 投資額(千円) 完了年月 
完成後の 
増加能力 

提出会社 
本社工場 
(千葉県柏市) 

光学及び 
照明事業 

ガラス溶融炉 453,199 平成17年5月 
生産能力 
30%増加 

光学及び 
照明事業 

ガラス成型機 115,398 平成17年5月 
生産能力 
30%増加 

岡本光学科技 
(蘇州)有限公司 

蘇州工場 
(中国) 

光学事業 工場建屋 336,018 平成17年4月 － 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 36,357,760

計 36,357,760

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 13,455,740 13,455,740
ジャスダック
証券取引所 

─ 

計 13,455,740 13,455,740 ─ ─ 



 (2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

①第58回定時株主総会の決議(平成16年6月26日) 

  

 （注） 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切

上げる。 

  

  

     また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株を発行する場

合は除く。)は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

 新株予約権の数(個) 1,192 同左 

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

 新株予約権の目的となる株式の数(株)  119,200 同左 

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,423(注) 同左 

 新株予約権の行使期間 
平成18年６月27日～
平成20年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) 

発行価格   1,423
資本組入額   712 

同左 

 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の譲渡、質入、相続
を認めない。 
権利行使時に、引き続き当社の
役職員等であること。ただし妥当
な事情があり、取締役会が認めた
場合はこの限りでない。 
新株予約権の一部行使・分割行
使は認めない。 
その他の条件については、本総
会決議及び取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当てを
受けたものとの間で締結する「新
株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。 

同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは取
締役会の承認を要するものとす
る。 

同左 

調整後 
＝ 
調整前

× 
１

払込金額 払込金額 分割・併合の比率

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当り払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



  

②第59回定時株主総会の決議(平成17年6月25日) 

  

 （注） 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切

上げる。 

  

  

     また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株を発行する場

合は除く。)は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

  

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

 新株予約権の数(個) 1,200 同左 

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

 新株予約権の目的となる株式の数(株)  120,000 同左 

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 953(注) 同左 

 新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日～
平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) 

発行価格    953
資本組入額   477 

同左 

 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の譲渡、質入、相続
を認めない。 
権利行使時に、引き続き当社の
役職員等であること。ただし妥当
な事情があり、取締役会が認めた
場合はこの限りでない。 
新株予約権の一部行使・分割行
使は認めない。 
その他の条件については、本総
会決議及び取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当てを
受けたものとの間で締結する「新
株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。 

同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは取
締役会の承認を要するものとす
る。 

同左 

調整後 
＝ 
調整前

× 
１

払込金額 払込金額 分割・併合の比率

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当り払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注)上記資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は302千株であります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
─ 13,455,740 ─ 1,594,256 ─ 1,862,176

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

岡本興産有限会社 東京都文京区弥生2-16-2 4,230 31.44

有限会社オ－・ジ－・シ－ 東京都文京区弥生2-16-2 916 6.81

岡本硝子社員持株会 千葉県柏市十余二380 626 4.65

岡本 毅 東京都文京区弥生2-16-2 598 4.44

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海1-8-12 302 2.24

バンク ジエネラル ドウ ル
クセンブルグ エスエー アカ
ウント オーピーシーブイエム 
(常任代理人株式会社東京三菱
銀行) 

(東京都千代田区丸の内2-7-1) 298 2.22

岡本 峻 東京都文京区弥生2-16-2 260 1.93

田川 麻利子 東京都文京区本郷6-11-8-405 246 1.83

岡本 春枝 東京都文京区弥生2-16-2 239 1.78

ビービーエイチ ルクス フイ
デリテイ フアンズ ジャパン 
スモーラー カンパニーズ 
(常任代理人株式会社東京三菱
銀行) 

(東京都千代田区丸の内2-7-1) 179 1.33

計 ― 7,899 58.71



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 (注)1 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券振替機構名義の株式が1,700株(議決権17個)含まれております。 

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所公表の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1)退任役員 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式     200 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

13,453,900 
134,539 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,640 
― 同上 

発行済株式総数 13,455,740 ― ― 

総株主の議決権 ― 134,539 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
岡本硝子株式会社 

千葉県柏市十余二380番地 200 ― 200 0.0 

計 ― 200 ― 200 0.0 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,230 1,144 1,080 1,086 999 840

最低(円) 1,020 1,051 1,020 1,005 844 703

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 グループ経営推進兼調達担当 高 村 哲 司 平成17年9月30日 

取締役(非常勤)   清 水 靖 雄 平成17年12月20日 



 (2)役職の異動 

  

役員の氏名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日 

岡 本  毅 
代表取締役社長 

兼営業本部長 

代表取締役社長 
平成17年10月3日 

田 中  進 

取締役 

品質保証室長兼原価低減推進委員長 

取締役 

品質保証室長 
平成17年7月4日 

常務取締役 

原価低減、生産本部、フライアイ推進

室担当 兼営業本部長代行 

取締役 

品質保証室長兼原価低減推進委員長 平成17年10月3日 

菊月 康二 

取締役 

開発本部長 

兼岡本光学科技股份有限公司総経理 

取締役 

薄膜事業部長兼薄膜開発部長 

兼岡本光学科技股份有限公司総経理 

平成17年7月4日 

常務取締役 

品質保証室、岡本光学科技股份有限公

司、台湾岡本硝子股份有限公司担当兼

開発本部長 

岡本光学科技股份有限公司総経理 

取締役 

開発本部長 

兼岡本光学科技股份有限公司総経理 平成17年10月3日 

衆樹   健 

常務取締役 

CSR推進、大阪分社、岡本光学科技(蘇

州)有限公司、新潟岡本硝子株式会社、

有限会社オーテック担当 

兼コーポレートサービス本部長 

取締役 

コーポレートサービス本部長 

平成17年10月3日 

向野 忠正 
取締役   

生産本部長 

取締役   

ガラス事業部長 
平成17年7月4日 

齋 藤 朋 之 

常務取締役 

コーポレートサービス本部・営業本

部・大阪分社統括 

兼新潟岡本硝子株式会社代表取締役 

常務取締役 

コーポレートサービス本部・営業本

部・大阪分社統括 
平成17年4月1日 

常務取締役 

CSR推進兼原価低減担当 

兼新潟岡本硝子株式会社代表取締役 

常務取締役 

コーポレートサービス本部・営業本

部・大阪分社統括 

兼新潟岡本硝子株式会社代表取締役 

平成17年7月4日 

取締役(非常勤) 

新潟岡本硝子株式会社代表取締役 

常務取締役 

CSR推進兼原価低減担当 

兼新潟岡本硝子株式会社代表取締役 

平成17年10月3日 



  

  

役員の氏名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日 

宮脇 洋一 

取締役 

生産企画室長兼関連事業準備室長 

取締役 

生産企画室長 
平成17年7月4日 

取締役 

生産企画室長兼関連事業準備室長 

兼有限会社オーテック代表取締役 

取締役 

生産企画室長兼関連事業準備室長 

  

平成17年8月1日 

取締役(非常勤) 

有限会社オーテック代表取締役 

取締役 

生産企画室長兼関連事業準備室長 

兼有限会社オーテック代表取締役 

平成17年10月3日 

清水 靖雄 

取締役  

営業本部長兼光学営業部長 

取締役 

営業本部長兼光学営業部長兼フライア

イ推進プロジェクト統括リーダー 

平成17年7月4日 

取締役(非常勤) 取締役  

営業本部長兼光学営業部長 
平成17年10月3日 

高 村 哲 司 

常務取締役 

グループ経営推進兼調達担当 

常務取締役 

ガラス事業部・薄膜事業部・生産企画

室統括兼中国本部長 

平成17年7月4日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年4月1日から平成16年9月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第3項のただし書きによ

り、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年4月1日から平成16年9月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第3項のただし書きにより、改

正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】  

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    605,392 1,309,581   1,200,108 

２ 受取手形及び売掛金 ※4  1,783,377 2,127,260   1,951,506 

３ たな卸資産    518,640 813,155   693,471 

４ その他    147,332 166,083   255,192 

貸倒引当金    △103 △151   △1,068 

流動資産合計    3,054,639 34.6 4,415,930 33.6   4,099,210 36.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物 ※1,2  1,539,221 2,396,912   1,940,130 

(2) 機械装置及び 
  運搬具 ※1,5  2,175,122 3,365,048   2,490,137 

(3) 工具器具備品 ※1,5  179,805 231,883   166,316 

(4) 土地 ※2  703,014 758,514   703,014 

(5) 建設仮勘定    539,610 1,322,053   1,039,819 

有形固定資産合計    5,136,774 58.1 8,074,413 61.4   6,339,418 56.9

２ 無形固定資産合計    13,647 0.1 23,303 0.2   22,357 0.2

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券    285,098 340,187   308,776 

(2) その他    347,866 297,426   371,689 

貸倒引当金    △421 △11   △84 

投資その他の資産 
合計    632,543 7.2 637,602 4.8   680,382 6.1

固定資産合計    5,782,964 65.4 8,735,319 66.4   7,042,158 63.2

資産合計    8,837,603 100.0 13,151,249 100.0   11,141,369 100.0

              



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    1,191,856 868,744   1,419,955 

２ 短期借入金 ※2  1,099,704 1,082,756   735,154 

３ 賞与引当金    175,623 71,950   － 

４ 設備支払手形    907,302 1,173,309   1,015,168 

５ その他    528,265 702,370   821,363 

流動負債合計    3,902,751 44.2 3,899,131 29.7   3,991,641 35.8

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※2  1,155,042 4,164,494   1,787,700 

２ 退職給付引当金    128,200 127,576   132,926 

３ 役員退職慰労引当金    23,862 30,278   25,640 

４ その他    103,267 56,880   84,006 

固定負債合計    1,410,372 15.9 4,379,230 33.3   2,030,273 18.2

負債合計    5,313,123 60.1 8,278,362 63.0   6,021,914 54.0

(少数株主持分)          

少数株主持分    25,091 0.3 17,394 0.1   19,659 0.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    873,410 9.9 1,594,256 12.1   1,594,256 14.3

Ⅱ 資本剰余金    1,142,446 12.9 1,862,176 14.1   1,862,176 16.7

Ⅲ 利益剰余金    1,439,763 16.3 1,314,884 10.0   1,597,404 14.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    38,470 0.4 49,896 0.4   50,460 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定    5,482 0.1 34,607 0.3   △4,318 △0.0

Ⅵ 自己株式    △185 △0.0 △329 △0.0   △185 △0.0

資本合計    3,499,388 39.6 4,855,493 36.9   5,099,794 45.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計    8,837,603 100.0 13,151,249 100.0   11,141,369 100.0

              



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    4,053,604 100.0 3,444,527 100.0   8,496,056 100.0
Ⅱ 売上原価    3,060,572 75.5 2,971,414 86.3   6,445,545 75.9

売上総利益    993,031 24.5 473,113 13.7   2,050,510 24.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 役員報酬   35,190   25,302 72,292   

２ 給与手当   113,719   125,282 233,654   

３ 賞与   －   20,453 43,673   

４ 退職給付費用   1,542   1,195 5,444   

５ 減価償却費   33,138   32,063 67,482   

６ 賞与引当金繰入額   31,286   11,987 －   
７ 役員退職慰労引当金 
  繰入額   2,768   4,637 5,962   

８ 旅費交通費   36,168   31,673 68,202   

９ 運賃   64,715   54,910 168,579   

10 貸倒引当金繰入額   －   － 368   

11 研究開発費   120,256   151,300 258,851   

12 その他   236,869 675,655 16.7 250,938 709,745 20.6 476,985 1,401,497 16.5

営業損失(△) 
又は営業利益    317,376 7.8 △236,631 △6.9   649,013 7.6

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   1,142   985 2,198   

２ 受取配当金   4,748   5,216 4,973   

３ 賃貸料収入   4,932   2,710 9,222   

４ 為替差益   ―   9,748 3,109   

５ 保険料収入   598   42,191 2,541   

６ 受取助成金   12,250   6,853 23,759   

７ その他   4,571 28,243 0.7 6,284 73,989 2.2 6,640 52,445 0.6

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   15,429   23,290 29,564   

２ 開業費   －   98,890 11,214   

３ その他   7,030 22,460 0.5 481 122,662 3.6 28,616 69,395 0.8

経常損失(△) 
又は経常利益    323,159 8.0 △285,304 △8.3   632,063 7.4

Ⅵ 特別利益          

１ 国庫補助金受贈益   21,720   － 21,720   

２ 固定資産売却益 ※1 －   140 －   

３ 貸倒引当金戻入益   668   989 －   
４ 退職給付引当金 
戻入益   － 22,388 0.5 14,440 15,570 0.4 － 21,720 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※2 56,426   － 68,389   

２ 固定資産売却損 ※3 ―   － 104   

３ 固定資産圧縮損   19,799   － 19,799   

４ 投資有価証券売却損   ― 76,225 1.9 912 912 0.0 － 88,293 1.0

税金等調整前中間 
純損失(△) 
又は税金等調整前 
中間(当期)純利益 

   269,322 6.6 △270,646 △7.9   565,490 6.7

法人税、住民税 
及び事業税   148,112   11,202 219,016   

法人税等調整額   △34,394 113,718 2.8 △47,430 △36,227 △1.1 3,223 222,240 2.6

少数株主損失    2,829 △0.1 2,265 △0.1   8,042 △0.0
中間純損失(△) 
中間(当期)純利益    158,433 3.9 △232,152 △6.7   351,292 4.1

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 
  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,142,446 1,862,176   1,142,446

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 増資による新株の発行 － － － － 719,730 719,730

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

  1,142,446 1,862,176   1,862,176

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,332,417 1,597,404   1,332,417

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 158,433 158,433 － － 351,292 351,292

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 中間純損失 － 232,152 － 

２ 配当金 41,087 40,366 76,305 

３ 役員賞与 10,000 51,087 10,000 282,519 10,000 86,305

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  1,439,763 1,314,884   1,597,404

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 税金等調整前中間 
純損失(△) 
又は税金等調整前 

  中間(当期)純利益 

 269,322 △270,646 565,490 

２ 減価償却費  435,300 523,777 894,518 

３ 貸倒引当金の 
  増加・減少(△)額 

 △667 △989 △41 

４ 賞与引当金の 
  増加・減少(△)額 

 44,886 71,950 △130,737 

５ 退職給付引当金の 
  増加・減少(△)額 

 △1,180 △5,349 3,544 

６ 役員退職慰労引当金の 
  増加・減少(△)額 

 2,768 4,637 4,546 

７ 受取利息及び受取配当金  △5,890 △6,201 △7,172 

８ 支払利息  15,429 23,290 29,564 

９ 固定資産売却益  ― △140 ― 

10 国庫補助金受贈益  △21,720 ― △21,720 

11 固定資産売却損  ― ― 104 

12 固定資産除却損  56,426 ― 68,389 

13 固定資産圧縮損  19,799 ― 19,799 

14 投資有価証券売却損  ― 912 ― 

15 売上債権の 
  減少・増加(△)額 

 △287,301 △175,535 △449,522 

16 たな卸資産の 
  減少・増加(△)額 

 △93,584 △117,889 △272,606 

17 仕入債務の 
  増加・減少(△)額 

 191,487 △549,350 433,082 

18 その他の資産の 
  減少・増加(△)額 

 57,469 60,777 △75,853 

19 その他の負債の 
  増加・減少(△)額 

 △98,714 △160,463 227,016 

20 役員賞与  △10,000 △10,000 △10,000 

小計  573,827 △611,220 1,278,401 

21 利息及び配当金の受取額  5,890 5,235 5,148 

22 利息の支払額  △15,635 △23,579 △29,525 

23 法人税等の支払額  △145,016 △104,132 △253,477 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 419,067 △733,697 1,000,547 



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 定期預金の預入による支出  △2,799 △4,207 △12,894 

２ 定期預金の払戻による収入  2,400 ― 8,069 

３ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △4,180 △34,181 △7,362 

４ 投資有価証券の売却 
による収入 

 ― 912 ― 

５ 国庫補助金による収入  21,720 ― 21,720 

６ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △373,322 △1,845,557 △1,945,474 

７ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 ― 1,572 6,114 

８ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △1,690 △4,532 △13,167 

９ 貸付金の回収による収入  6,450 ― ― 

10 その他の投資による支出  △44,446 △6,438 △77,728 

11 その他の投資による収入  728 57,209 3,886 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △395,140 △1,835,222 △2,016,837 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入金の 
  純増・減(△)額 

 440,181 ― △46,018 

２ 長期借入れによる収入  355,000 3,122,578 1,495,000 

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △434,562 △412,632 △820,254 

４ 株式の発行による収入  ― ― 1,421,873 

５ 自己株式の取得による支出  △121 △144 △121 

６ 割賦取引債務の返済 
  による支出 

 △11,094 △11,265 △22,274 

７ 配当金の支払額  △41,087 △40,366 △76,305 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 308,315 2,658,168 1,951,899 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 3,076 9,496 674 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額 

 335,318 98,744 936,284 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 135,303 1,071,587 135,303 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 470,621 1,170,332 1,071,587 

     



中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しておりま

す 

連結子会社の数 ３社 

 連結子会社の名称 

台湾岡本硝子股份有限公司 

岡本光学科技股份有限公司 

岡本光学科技(蘇州)有限公

司 

なお、岡本光学科技(蘇州)有限

公司は、新規設立により連結の

範囲に含めております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しておりま

す 

連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

台湾岡本硝子股份有限公司 

岡本光学科技股份有限公司 

岡本光学科技(蘇州)有限公 

司 

新潟岡本硝子株式会社 

有限会社オーテック 

なお、新潟岡本硝子株式会社

及び有限会社オーテックは、

新規設立により連結の範囲に

含めております。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しておりま

す 

連結子会社の数 ３社 

 連結子会社の名称 

台湾岡本硝子股份有限公司 

岡本光学科技股份有限公司 

岡本光学科技(蘇州)有限公

司 

なお、岡本光学科技(蘇州)有

限公司は、新規設立により連

結の範囲に含めております。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない関連会社の

名称 

 廊坊大阪玻璃有限公司 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響がないため、持分法の適用

から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない関連会社の

名称 

 同 左 

持分法を適用しない理由 

 同 左 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない関連会社の

名称 

 同 左 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、連結純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響がないため、持分法の適用

から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等 

 連結子会社のうち岡本光学科

技(蘇州)有限公司の中間決算日

は6月30日であり、当該中間決

算日の中間財務諸表を使用して

おります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

岡本光学科技(蘇州)有限公司の

中間決算日は6月30日であり、

中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同中間決算日の中間財

務諸表を使用しており、中間連

結決算日までの期間に発生した

重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。そ

の他の連結子会社の中間決算日

はすべて中間連結決算日と一致

しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 岡本光学科技(蘇州)有限公司

の決算日は12月31日であり、連

結財務諸表の作成にあたって

は、同決算日の財務諸表を使用

しており、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行って

おります。その他の連結子会社

の決算日はすべて連結決算日と

一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

a.時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

a.時価のあるもの 

 同左 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

a.時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

b.時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

b.時価のないもの 

 同左 

b.時価のないもの 

 同左 

      



  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

② たな卸資産 

a.製品・原材料・仕掛品 

当社 

 移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

a.商品・製品・原材料・仕掛

品 

当社及び国内連結子会社 

 同左 

② たな卸資産 

a.商品・製品・原材料・仕掛

品 

当社 

 同左 

在外連結子会社 

 移動平均法による低価法 

在外連結子会社 

 同左 

在外連結子会社 

 同左 

b.貯蔵品 

 最終仕入原価法 

b.貯蔵品 

 同左 

b.貯蔵品 

     同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

a.当社 

定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く。)につ

いては定額法によっており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

a.当社 

 同左 

  

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

a.当社及び国内連結子会社 

 同左 

  

b.在外連結子会社 

定額法 

b.在外連結子会社 

 同左 

b.在外連結子会社 

 同左 

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

 同左 

② 無形固定資産 

 同左 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

― 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

開業費 

支出時に全額費用として処理

しております 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

開業費 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  同左 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

② 賞与引当金 

 従業員への賞与の支給に備

えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

② 賞与引当金 

  同左 

② 賞与引当金 

  ― 

(追加情報) 

賞与の支給につきましては、

支給対象期間後の後払方式を

採用しておりましたが、賞与

の支給を会社の業績に連動さ

せる方法へ変更した結果、支

給対象期間内に賞与の支給額

が確定することとなったた

め、当連結会計年度末におい

て賞与引当金は発生しており

ません。 

③ 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

(追加情報) 

当社は当中間連結会計期間よ

り退職給付債務の算定方法を

簡便法から原則法に変更して

おります。期首現在で退職給

付債務を計算した結果発生し

た変更時差異(14,440千円)に

ついては全額を当中間連結会

計期間の特別利益に計上して

おります。 

 

③ 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当連結

会計年度末に発生している額

を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく連

結会計度末要支給額を計上し

ております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

  同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

  同左 

      

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。ただし、

特例処理の用件を満たしてい

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 



  

る金利スワップについては特

例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ 

ヘッジ対象 

 借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

③ ヘッジ方針 

 当社グループは将来の金利

市場における金利上昇による

変動リスクを回避する目的で

デリバティブ取引を導入して

おり、借入金の金利変動リス

クをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

  同左 

③ ヘッジ方針 

  同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  同左 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  同左 

② 税効果会計に関する事項 

 中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している利益処分による

特別償却準備金の積立て及び

取崩しを前提として、当中間

連結会計期間に係る金額を計

算しております。 

② 税効果会計に関する事項 

同左 

② 税効果会計に関する事項 

― 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

であります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資であ

ります。 



会計処理の変更 

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  

「固定資産の減損に係る会計基準」 

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第6号)を

当中間連結会計期間から適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,018,238千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,870,221千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,355,570千円 

※２ 担保資産及び被担保債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 1,035,408千円

土地 703,014千円

計 1,738,422千円

※２ 担保資産及び被担保債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 1,376,227千円

土地 703,014千円

計 2,079,241千円

※２ 担保資産及び被担保債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 1,270,568千円

土地 703,014千円

計 1,973,582千円

   上記に対応する債務は、次の

とおりであります。 

短期借入金 486,200千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

613,504千円

長期借入金 1,155,042千円

計 2,254,746千円

   上記に対応する債務は、次の

とおりであります。 

１年以内
返済予定 
長期借入金 

969,256千円

長期借入金 3,391,934千円

計 4,361,190千円

   上記に対応する債務は、次の

とおりであります。 

１年以内返
済予定長期
借入金 

735,154千円

長期借入金 1,787,700千円

計 2,522,854千円

 ３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、

次のとおり債務保証を行って

おります。 

㈲プラグラ 29,470千円

日本精機㈱ 6,760千円

計 36,230千円

 ３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、

次のとおり債務保証を行って

おります。 

㈲プラグラ 25,258千円

日本精機㈱ 3,640千円

計 28,898千円

 ３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、

次のとおり債務保証を行って

おります。 

㈲プラグラ 27,364千円

日本精機㈱ 5,200千円

計 32,564千円

※４ 受取手形割引高 152,069千円 ※４ 受取手形割引高 － ※４ 受取手形割引高 192,578千円

※５ 圧縮記帳 

   当中間連結会計期間におい

て、国庫補助金の受入れによ

り取得した機械装置について

17,757千円、工具器具備品に

ついて2,042千円の圧縮記帳

を行いました。 

   なお、有形固定資産に係る国

庫補助金の受入れによる圧縮

記帳累計額は、機械及び装置

280,818千円、工具器具備品

39,828千円、計320,646千円

であります。 

※５ 圧縮記帳 

   有形固定資産に係る国庫補助

金の受入れによる圧縮記帳累

計 額 は、機 械 及 び 装 置

280,818千円、工具器具備品

39,828千円、計320,646千円

であります。 

※５ 圧縮記帳 

   当連結会計年度において、国

庫補助金の受入れにより取得

した機械装置について17,757

千円、工具器具備品について

2,042千円の圧縮記帳を行い

ました。 

   なお、有形固定資産に係る国

庫補助金の受入れによる圧縮

記帳累計額は、機械及び装置

280,818千円、工具器具備品

39,828千円、計320,646千円

であります。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ ────── 

  

※１ 固定資産売却益の内容は次の

通りであります。  

機械装置  
及び運搬具 

140千円

※１ ────── 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物 3,974千円

機械装置 
及び運搬具 

52,312千円

工具器具 
備品 

139千円

計 56,426千円

※２ ────── 

  

  

  

  

※２ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構
築物 

4,155千円

機械装置及
び運搬具 

60,473千円

工具器具備
品 

3,760千円

計 68,389千円

※３ ────── ※３ ────── ※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

機械装置
及び運搬具 

104千円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び預金 605,392千円

預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△134,771千円

現金及び 
現金同等物 

470,621千円

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び預金 1,309,581千円

預入期間が３
ヶ月を超える 
定期預金 

△139,249千円

現金及び
現金同等物 

1,170,332千円

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金 1,200,108千円

預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△128,521千円

現金及び
現金同等物 

1,071,587千円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

おります。 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

工具 
器具 
備品 

11,444千円 11,336千円 108千円

車両 
運搬具 

10,452千円 4,178千円 6,273千円

ソフト 
ウエア 

21,960千円 15,860千円 6,100千円

計 43,856千円 31,374千円 12,482千円

 (注) 同左  

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

工具 
器具 
備品 

－ － －

車両 
運搬具 

15,612千円 6,870千円 8,741千円

ソフト 
ウエア 

21,960千円 19,520千円 2,440千円

計 37,572千円 26,390千円 11,181千円

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末 
残高 
相当額 

工具
器具 
備品 

－ － － 

車両
運搬具

15,612千円 5,309千円 10,302千円

ソフト
ウエア

21,960千円 17,690千円 4,270千円

計 37,572千円 22,999千円 14,572千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

１年以内 5,858千円

１年超 6,623千円

計 12,482千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 同左  

１年以内 5,562千円

１年超 5,618千円

計 11,181千円

(2) 未経過リース料期末残高相

当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

１年以内 6,782千円

１年超 7,790千円

計 14,572千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,537千円

減価償却費相
当額 

10,537千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,391千円

減価償却費相
当額 

3,391千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 13,606千円

減価償却費相
当額 

13,606千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計年度末(平成16年9月30日現在) 

(1)時価のある有価証券 

(2)時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)満期保有目的の債券       

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

計 － － － 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(2)その他有価証券       

①株式 189,235 253,460 64,255 

②債券       

  国債・地方債等 － － － 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

③その他 － － － 

計 189,235 253,460 64,255 

内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)満期保有目的の債券 － 

計 － 

(2)その他有価証券 
  

非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 

31,637 

計 31,637 



当中間連結会計期間末(平成17年9月30日現在) 

(1)時価のある有価証券 

(2)時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)満期保有目的の債券       

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

計 － － － 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(2)その他有価証券       

①株式 226,598 310,374 83,775 

②債券       

  国債・地方債等 － － － 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

③その他 － － － 

計 226,598 310,374 83,775 

内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)満期保有目的の債券 － 

計 － 

(2)その他有価証券 
  

非上場株式 

 

29,812 

  

計 29,812 



前連結会計年度末(平成17年3月31日現在) 

(1)時価のある有価証券 

(2)時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)満期保有目的の債券       

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

計 － － － 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 （千

円） 
差額（千円） 

(2)その他有価証券       

①株式 192,417 277,139 84,721 

②債券       

  国債・地方債等 － － － 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

③その他 － － － 

計 192,417 277,139 84,721 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)満期保有目的の債券 － 

計 － 

(2)その他有価証券 
  

非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 

31,637 

計 31,637 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

  

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 照明事業……………自動車用ヘッドレンズ、照明用グローブ、水銀灯用ガラス、信号灯用ガラス、船舶用ガラス、カラ

ーフィルター、色温度変換フィルター、コールドミラー等主として照明用に使用される工業用ガラ

ス製品の製造販売業務 

(2) 光学事業……………プロジェクター用反射鏡、デンタルミラー、フライアイレンズ、UV/IRカットガラス、ダイクロイ

ックフィルター等、主として大画面の映像機器市場向け及びその他高付加価値のガラス製品の製造

販売業務 

(3) 新規事業……………バンドパスフィルター、エッジフィルター、ビームスプリッター、DWDMフィルター等主として光通

信事業に使用されるガラス製品、高屈折率ガラス製品の製造販売業務 

(4) その他の事業………ガラス巻取りロボットシステムや自社開発の高性能液面探知ガラス巻取りロボット、航空機ガラ

ス、飛行場用ガラス等の製造販売業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は302,808千円であり、その主なものは、親会社

本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

  

  
照明事業 
(千円) 

光学事業 
(千円) 

新規事業
(千円) 

その他の
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

711,606 3,124,543 18,891 198,563 4,053,604 ― 4,053,604

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 711,606 3,124,543 18,891 198,563 4,053,604 ― 4,053,604

営業費用 706,155 2,529,697 60,533 137,033 3,433,419 302,808 3,736,228

営業利益 
又は営業損失(△) 

5,450 594,846 △41,642 61,530 620,184 (302,808) 317,376



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 照明事業……………自動車用ヘッドレンズ、照明用グローブ、水銀灯用ガラス、信号灯用ガラス、船舶用ガラス、カラ

ーフィルター、色温度変換フィルター、コールドミラー等主として照明用に使用される工業用ガラ

ス製品の製造販売業務 

(2) 光学事業……………プロジェクター用反射鏡、デンタルミラー、フライアイレンズ、コンデンサーレンズ、UV/IRカッ

トガラス、ダイクロイックフィルター等、主として大画面の映像機器市場向け及びその他高付加価

値のガラス製品の製造販売業務 

(3) 新規事業……………バンドパスフィルター、エッジフィルター、ビームスプリッター、CWDMフィルター等主として光通

信事業に使用されるガラス製品、高屈折率ガラス製品の製造販売業務 

(4) その他の事業………自社開発のガラス巻取りロボットシステム、航空機用ガラス、飛行場用ガラス、歯科用うがい鉢等

の製造販売業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は269,585千円であり、その主なものは、親会社

本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

  

  
照明事業 
(千円) 

光学事業 
(千円) 

新規事業
(千円) 

その他の
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

651,504 2,695,637 10,475 86,910 3,444,527 ― 3,444,527

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 651,504 2,695,637 10,475 86,910 3,444,527 ― 3,444,527

営業費用 756,938 2,501,887 70,708 82,040 3,411,574 269,585 3,681,159

営業利益 
又は営業損失(△) 

△105,434 193,750 △60,233 4,870 32,953 (269,585) △236,631



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 照明事業……………自動車用ヘッドレンズ、照明用グローブ、水銀灯用ガラス、信号灯用ガラス、船舶用ガラス、カラ

ーフィルター、色温度変換フィルター、コールドミラー等主として照明用に使用される工業用ガラ

ス製品の製造販売業務 

(2) 光学事業……………プロジェクター用反射鏡、デンタルミラー、フライアイレンズ、UV/IRカットガラス、ダイクロイ

ックフィルター等、主として大画面の映像機器市場向け及びその他高付加価値のガラス製品の製造

販売業務 

(3) 新規事業……………バンドパスフィルター、エッジフィルター、ビームスプリッター、DWDMフィルター等主として光通

信事業に使用されるガラス製品及び光ピックアップレンズ等高屈折率ガラス製品の製造販売業務 

(4) その他の事業………ガラス巻取りロボットシステムや自社開発の高性能液面探知ガラス巻取りロボット、航空機ガラ

ス、飛行場用ガラス等の製造販売業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は650,838千円であり、その主なものは、親会社

本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

  

  
照明事業 
(千円) 

光学事業 
(千円) 

新規事業
(千円) 

その他の
事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,503,308 6,703,365 29,177 260,204 8,496,056 ― 8,496,056

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 1,503,308 6,703,365 29,177 260,204 8,496,056 ― 8,496,056

営業費用 1,468,477 5,409,402 121,813 196,510 7,196,204 650,838 7,847,043

営業利益 
又は営業損失(△) 

34,830 1,293,962 △92,635 63,694 1,299,851 (650,838) 649,013



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメントの

記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメントの

記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメントの

記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………ドイツ、ベルギー 

(2) アジア……………台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………ドイツ、ベルギー 

(2) アジア……………台湾、中国、香港 

(3) アジア……………アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

  
欧州 
(千円) 

アジア
(千円) 

その他の地域
(千円) 

計 
(千円) 

Ⅰ 海外売上高 1,002,919 17,053 ― 1,019,973

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 4,053,604

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

24.7 0.4 ― 25.1

  
欧州 
(千円) 

アジア
(千円) 

その他の地域
(千円) 

計 
(千円) 

Ⅰ 海外売上高 693,606 132,121 22,094 847,822

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 3,444,527

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

20.1 3.8 0.6 24.6



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………ドイツ、ベルギー 

(2) アジア……………台湾、韓国、中国 

(3) その他の地域……アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

  
欧州 
(千円) 

アジア
(千円) 

その他の地域
(千円) 

計 
(千円) 

Ⅰ 海外売上高 2,371,534 87,079 1,800 2,460,413

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 8,496,056

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

27.9 1.0 0.0 29.0



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純損失又は中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 298円09銭 １株当たり純資産額 360円86銭 １株当たり純資産額 379円01銭

１株当たり中間純利益 13円50銭 １株当たり中間純損失 17円25銭 １株当たり当期純利益 27円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、1株当たり

中間純損失が計上されているため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純損失については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純損失(△) 
又は中間(当期)純利益(千円) 

158,433 △232,152 351,292 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 10,000 

(うち利益処分による役員賞与金 
(千円)) 

(―) (―) (10,000)

普通株式に係る中間純損失(△) 
又は中間(当期)純利益 
(千円) 

158,433 △232,152 341,292 

普通株式の期中平均株式数(株) 11,739,340 13,455,533 12,426,960 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 

(商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づくストックオプショ

ンとして当社並びに子

会社の役職員に付与) 

潜在株式の 
種類 新株予約権

潜在株式数 119,200株

(商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づくストックオプショ

ンとして当社並びに子

会社の役職員に付与) 

潜在株式の
種類 新株予約権

潜在株式数 239,200株

(商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づくストックオプショ

ンとして当社並びに子

会社の役職員に付与) 

潜在株式の 
種類 新株予約権

潜在株式数 119,200株



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(公募による新株式発行) 

平成16年10月8日開催の取締役会

において下記のとおり新株式発行を

決議し、平成16年11月4日に払込が

完了いたしました。 

この結果、平成16年11月4日で資本

金は、1,545,410千円、発行済株式

総数は13,339,440株となっておりま

す。 

  

(第三者割当(グリーンシューオプシ

ョン)による新株式発行) 

平成16年10月8日開催の取締役会

において第三者割当による新株式発

行を決議し、平成16年11月30日に

116,300株の申込みと払込みが完了

しました。 

(1) 募集方法 一般募集

(2) 発行新株式の種類及び株数 

普通株式 1,600,000株

(3) 発行価格 

1株につき 885円 

(4) 発行価格の 
総額 

1,416,000千円

(5) 発行価額 

1株につき 839円35銭 

(6) 発行価額の 
総額 

1,342,960千円

(7) 発行価額中資本に組入れない額

1株につき 419円35銭 

(8) 配当起算日 平成16年10月1日 

(9) 資金使途 
設備投資資金に充
当 

(1) 割当先 野村證券株式会社

(2) 割当先より申込み及び払込みが
なされた新規発行株式の種類及
び株数 

普通株式 116,300株

(3) 発行価額  

1株につき 839円35銭

(4) 発行価額中資本に組入れない額

1株につき 419円35銭

(5) 配当起算日 平成16年10月1日 

(6) 資金使途 
設備投資資金に充
当 

― (ストックオプションとして新株予約

権を発行) 

当社は平成17年6月25日開催の定時株

主総会において商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基づくストック

オプションとして当社の役職員(当社

の取締役・従業員・顧問・嘱託及び

監査役、並びに子会社の役員)に対す

る新株予約権について決議いたしま

した。これは役職員の業績向上に対

する意欲や士気を高めるためのもの

であります。なお、ストックオプシ

ョンとして発行することから、新株

予約権の発行価額は無償としていま

す。 



  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(子会社の設立について) 

当社は、平成16年12月15日開催の

取締役会において、主にプロジェク

ター用反射鏡の製造を行うため、当

社の100%子会社として新潟岡本硝子

株式会社(仮称)を設立することを決

議いたしました。設立する子会社の

概要は以下のとおりであります。 
  
(1) 名称 

新潟岡本硝子株式会
社(仮称) 

(2) 住所 新潟県柏崎市 

(3) 資本金 10,000千円 

(4) 主要な事業の内容 

プロジェクター用反射鏡の製造

(5) 会社設立の時期 

  平成17年2月予定 

― ― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   264,802   621,524 756,914   

２ 受取手形 ※4 312,484   377,872 253,460   

３ 売掛金   1,475,316   1,742,533 1,693,974   

４ たな卸資産   513,216   730,349 688,974   

５ その他 ※5 160,842   187,877 253,860   

貸倒引当金   △165   △160 △1,120   

流動資産合計    2,726,498 30.6 3,659,998 33.5   3,646,064 32.7

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物及び構築物 ※2 1,534,633   2,060,283 1,935,420   

(2) 機械装置 
及び運搬具 ※6 2,064,035   2,619,071 2,379,645   

(3) 工具器具備品 ※6 179,043   217,246 164,493   

(4) 土地 ※2 703,014   758,514 703,014   

(5) 建設仮勘定   539,174   219,345 896,109   

有形固定資産合計     5,019,900 56.4 5,874,462 53.8   6,078,682 54.6

２ 無形固定資産   13,647 0.2 21,416 0.2   22,066 0.2

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   285,098   340,187 308,776   

(2) 関係会社株式   504,207   796,057 793,057   

(3) その他   354,295   314,275 377,446   

貸倒引当金   △421   △11 △84   

投資損失引当金   ―   △87,090 △87,090   

投資その他の資産 
合計    1,143,180 12.8 1,363,420 12.5   1,392,107 12.5

固定資産合計    6,176,728 69.4 7,259,299 66.5   7,492,856 67.3

  
資産合計    8,903,226 100.0 10,919,297 100.0   11,138,920 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   937,047   683,850 1,086,277   

２ 買掛金   259,240   258,246 328,568   

３ 短期借入金 ※2 1,099,704   952,550 735,154   

４ 賞与引当金   175,623   61,440 ―   

５ 設備支払手形   907,302   368,436 1,015,168   

６ その他 ※5 529,735   346,458 815,884   

流動負債合計    3,908,653 43.9 2,670,982 24.4   3,981,052 35.8

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※2 1,155,042   3,057,672 1,787,700   

２ 退職給付引当金   128,200   124,830 132,926   

３ 役員退職慰労引当金   23,862   30,278 25,640   

４ その他   105,778   26,624 51,068   

固定負債合計    1,412,883 15.9 3,239,404 29.7   1,997,335 17.9

負債合計    5,321,537 59.8 5,910,387 54.1   5,978,387 53.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    873,410 9.8 1,594,256 14.6   1,594,256 14.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,142,446   1,862,176 1,862,176   

資本剰余金合計    1,142,446 12.8 1,862,176 17.0   1,862,176 16.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   26,750   26,750 26,750   

２ 任意積立金   1,150,760   1,501,566 1,150,760   

３ 中間未処理損失(△)
又は中間(当期) 
未処分利益 

  350,035   △25,406 476,313   

利益剰余金合計    1,527,546 17.2 1,502,910 13.8   1,653,824 14.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    38,470 0.4 49,896 0.5   50,460 0.5

Ⅴ 自己株式    △185 △0.0 △329 △0.0   △185 △0.0

資本合計    3,581,689 40.2 5,008,910 45.9   5,160,533 46.3

負債及び資本合計    8,903,226 100.0 10,919,297 100.0   11,138,920 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円)

百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     4,050,543 100.0 3,409,309 100.0   8,481,595 100.0
Ⅱ 売上原価     3,064,114 75.6 2,938,139 86.2   6,438,020 75.9

売上総利益     986,429 24.4 471,170 13.8   2,043,575 24.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

1 給与手当   111,666 120,820 228,356   

2 賞与   ― 20,453 43,673   

3 賞与引当金繰入額   31,286 11,906 ―   
4 役員退職慰労 
引当金繰入額 

  2,768 4,637 5,962   

5 退職給付費用   1,542 1,147 5,444   

6 法定福利費   21,303 27,998 40,704   

7 旅費交通費   32,949 26,203 61,912   

8 減価償却費   32,878 31,309 66,942   

9 賃借料   13,472 21,702 35,552   

10 消耗品費   13,546 12,354 25,174   

11 租税公課   19,496 19,678 41,519   

12 運賃   63,911 54,045 167,231   

13  貸倒引当金繰入額   ― ― 359   

14 研究開発費   120,256 151,300 258,851   

15 その他   198,607 663,687 16.4 174,592 678,151 19.9 395,592 1,377,278 16.2

営業損失(△)又は営業利益     322,741 8.0 △206,980 △6.1   666,296 7.9

Ⅳ 営業外収益         

1 受取利息   1,627 1,114 3,216   

2 受取配当金   4,748 5,216 4,973   

3 賃貸料収入   4,932 2,710 9,222   

4 保険料収入   598 42,191 2,541   

5 受取助成金   12,250 6,853 23,759   

6 その他   6,113 30,270 0.7 13,351 71,436 2.1 11,495 55,210 0.6

Ⅴ 営業外費用         

1 支払利息   15,937 21,410 29,454   

2 新株発行費   ― ― 18,702   

3 その他   7,768 23,706 0.6 1,920 23,330 0.7 8,009 56,166 0.7

経常損失(△)又は経常利益     329,305 8.1 △158,874 △4.7   665,339 7.8

Ⅵ 特別利益         

1 国庫補助金受贈益   21,720 ― 21,720   

2 固定資産売却益 ※1 ― 140 ―   

3 貸倒引当金戻入益   668 1,033 ―   

4 退職給付引当金戻入益   ― 22,388 0.6 14,440 15,613 0.5 ― 21,720 0.3

Ⅶ 特別損失         

1 固定資産除却損 ※2 56,426 ― 68,822   

2 固定資産売却損 ※3 ― ― 104   

3 固定資産圧縮損   19,799 ― 19,799   

4 投資有価証券売却損   ― 912 ―   

5 投資損失引当金繰入額   ― 76,225 1.9 ― 912 0.0 87,090 175,816 2.1

税引前中間純損失(△)又は税引前中

間(当期)純利益 
    275,468 6.8 △144,173 △4.2   511,244 6.0

法人税、住民税及び事業税   148,093 2,709 218,377   

法人税等調整額   △37,016 111,076 2.7 △46,335 △43,625 △1.3 △33,020 185,356 2.2

中間純損失(△)又は中間(当期)純利益     164,391 4.1 △100,547 △2.9   325,887 3.8

前期繰越利益     185,643 75,141   185,643 

中間配当金     ― ―   35,217 
中間未処理損失(△)又は 
中間(当期)未処分利益 

    350,035 △25,406   476,313 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式 
     移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式 
     同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式 
     同左 

  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 
     中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動
平均法により算定) 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
    時価のないもの 
     同左 

  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 
     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定) 

    時価のないもの 
     同左 

 (2) たな卸資産 
  ①製品・原材料・仕掛品 
    移動平均法による原価法 
  ②貯蔵品 
    最終仕入原価法 

 (2) たな卸資産 
  ①商品・製品・原材料・仕掛品 
    同左 
  ②貯蔵品 
    同左 

 (2) たな卸資産 
  ①商品・製品・原材料・仕掛品 
    同左 
  ②貯蔵品 
    同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産……定率法 
    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属
設備を除く。)については定額
法によっております。 

    なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によ
っております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
    同左 
  

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
    同左 

 (2) 無形固定資産……定額法 
    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づ
く定額法を採用しておりま
す。 

 (2) 無形固定資産 
    同左 

 (2) 無形固定資産 
    同左 

３ 繰延資産の処理方法 
－ 

３ 繰延資産の処理方法 
－ 

３  繰延資産の処理方法 
 (1)新株発行費 
  支出時に全額費用としておりま 
  す。 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    同左 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    同左 

 (2) 賞与引当金 
    従業員への賞与の支出に備

えるため、支給見込額に基づ
き計上しております。 

 (2) 賞与引当金 
    同左 

 (2) 賞与引当金 
    － 

(追加情報) 
賞与の支給につきまして
は支給対象期間後の後払方
式を採用しておりました
が、賞与の支給を会社の業
績に連動させる方式へ変更
した結果、支給対象期間内
に賞与の支給額が確定する
こととなったため、当事業
年度末において賞与引当金
は発生しておりません。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末
において発生していると認め
られる額を計上しておりま
す。 

 (3) 退職給付引当金 
    同左 
  
   (追加情報) 
    当中間会計期間より退職給

付債務の算定方法を簡便法か
ら原則法に変更しておりま
す。期首現在で退職給付債務
を計算した結果発生した変更
時差異(14,440千円)について
は、全額当中間会計期間の特
別利益に計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当期末に発生して
いる額を計上しております。 

  
 (4) 役員退職慰労引当金 
    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中
間期末要支給額を計上してお
ります。 

  
 (4) 役員退職慰労引当金 
    同左 
  

  
 (4) 役員退職慰労引当金 
    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しておりま
す。 

  
 (5) 投資損失引当金 

－ 
  

  
 (5) 投資損失引当金 
    関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の
財政状態等を勘案して必要額
を計上しております。 

  

  
 (5) 投資損失引当金 
    同左 

      

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

５ リース取引の処理方法 

   同左 

５ リース取引の処理方法 

   同左 



  

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理

によっております。ただし、

特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特

例処理によっております。 

６ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

    同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……金利スワップ 

   ヘッジ対象……借入金の利息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

 ③ ヘッジ方針 

    当社は将来の金利市場にお

ける金利上昇による変動リス

クを回避する目的でデリバテ

ィブ取引を導入しており、借

入金の金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

 ③ ヘッジ方針 

    同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略しておりま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方法によってお

ります。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

    同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

    同左 

 (2) 税効果会計に関する事項 

    中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による特別償却準備金の

積立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

 (2) 税効果会計に関する事項 

    同左 

(2) 税効果会計に関する事項 

 － 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  

「固定資産の減損に係る会計基準」 

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第6号)を

当中間会計期間から適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,964,612千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,779,777千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,289,293千円

※２ 担保資産及び被担保債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 1,035,408千円

土地 703,014千円

計 1,738,422千円

※２ 担保資産及び被担保債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 1,376,227千円

土地 703,014千円

計 2,079,241千円

※２ 担保資産及び被担保債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 1,270,568千円

土地 703,014千円

計 1,973,582千円

   上記に対応する債務は次のと

おりであります。 

短期借入金 486,200千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

613,504千円

長期借入金 1,155,042千円

計 2,254,746千円

   上記に対応する債務は次のと

おりであります。 

１年以内
返済予定 
長期借入金 

840,630千円

長期借入金 2,698,532千円

計 3,539,162千円

   上記に対応する債務は次のと

おりであります。 

１年以内
返済予定 
長期借入金 

735,154千円

長期借入金 1,787,700千円

計 2,522,854千円

 ３ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

㈲プラグラ 29,470千円

日本精機㈱ 6,760千円

計 36,230千円

 ３ 偶発債務 

(1) 保証債務 

下記の会社の金融機関からの借入

金に対して、次のとおり債務保証

を行っております。 

 （2）連帯債務 

 柏崎工場新設工事を目的とする新 

 潟岡本硝子株式会社の日本政策投

資銀行からの借入金に係る連帯債

務として400,000千円あります。 

㈲プラグラ 25,258千円

日本精機㈱ 3,640千円

岡本光学科技
(蘇州)有限公司 

989,093千円

新潟岡本硝子㈱ 150,000千円

計 1,167,991千円

 ３ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

㈲プラグラ 27,364千円

日本精機㈱ 5,200千円

計 32,564千円

※４ 受取手形割引高 152,069千円 ※４ 受取手形割引高 － ※４ 受取手形割引高 192,578千円

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動資産のその

他に含めて表示しております。 

※５ 消費税等の取扱い 

      仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債のその

他に含めて表示しております。 

※５ 消費税等の取扱い 

－ 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※６ 圧縮記帳 

   当中間会計期間において、国

庫補助金の受入れにより取得し

た機械装置について17,757千

円、工具器具備品について2,042

※６ 圧縮記帳 

有形固定資産に係る国庫補助金

の受入れによる圧縮記帳累計額

は、機械及び装置280,818千円、

工具器具備品 39,828 千円、計

※６ 圧縮記帳 

   当事業年度において、国庫補

助金の受入れにより取得した機

械装置について17,757千円、工

具器具備品について2,042千円圧



  

千円の圧縮記帳を行いました。 

   なお、有形固定資産に係る国

庫補助金の受入れによる圧縮記

帳累計額は、機械及び装置

280,818 千 円、工具器具備品

39,828千円、計320,646千円であ

ります。 

320,646千円であります。 縮記帳を行いました。 

   なお、有形固定資産に係る国

庫補助金の受入れによる圧縮記

帳累計額は、機械及び装置

280,818 千 円、工具器具備品

39,828千円、計320,646千円であ

ります。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１   ────── 

  

※１ 固定資産売却益の内容は次の

とうりであります。    

機械装置 140千円

※１   ────── 

  

 

 

 

 

  

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物 3,974千円

機械装置 52,312千円

工具器具 
備品 

139千円

計 56,426千円

  

※２   ────── 

  

  

  

  

  

  

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物 4,155千円

機械装置 60,906千円

工具器具
備品 

3,760千円

計 68,822千円

  

※３   ────── 

  

  

※３   ────── 

  

  

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

車両運搬具 104千円

  

 ４ 減価償却実施額 

有形 
固定資産 

392,041千円

無形 
固定資産 

2,428千円

  

 ４ 減価償却実施額 

有形 
固定資産 

491,407千円

無形 
固定資産 

3,626千円

  

 ４ 減価償却実施額 

有形
固定資産 

866,931千円

無形
固定資産 

5,193千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

おります。 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

工具 
器具 
備品 

11,444千円 11,336千円 108千円

車両 
運搬具 

10,452千円 4,178千円 6,273千円

ソフト 
ウエア 

21,960千円 15,860千円 6,100千円

計 43,856千円 31,374千円 12,482千円

 (注) 同左 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

工具 
器具 
備品 

－ － －

車両 
運搬具 

15,612千円 6,870千円 8,741千円

ソフト 
ウエア 

21,960千円 19,520千円 2,440千円

計 37,572千円 26,390千円 11,181千円

 (注)  取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が、有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

工具
器具 
備品 

－ － － 

車両
運搬具

15,612千円 5,309千円 10,302千円

ソフト
ウエア

21,960千円 17,690千円 4,270千円

計 37,572千円 22,999千円 14,572千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

１年以内 5,858千円

１年超 6,623千円

計 12,482千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 同左 

１年以内 5,562千円

１年超 5,618千円

計 11,181千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

１年以内 6,782千円

１年超 7,790千円

計 14,572千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,537千円

減価償却費 
相当額 

10,537千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,391千円

減価償却費
相当額 

3,391千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 13,606千円

減価償却費相
当額 

13,606千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

     同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

     同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注)  １株当たり中間純損失又は中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 305円10銭 １株当たり純資産額 372円26銭 １株当たり純資産額 383円52銭

１株当たり中間純利益 14円00銭 １株当たり中間純損失 7円47銭 １株当たり当期純利益 25円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失が計上されているため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純損失(△) 
又は中間(当期)純利益(千円) 

164,391 △100,547 325,887

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 10,000

((うち利益処分による役員賞与金 
(千円)) 

(―) (―) (10,000)

普通株式に係る中間純損失(△) 
又は中間(当期)純利益 
(千円) 

164,391 △100,547 315,887

普通株式の期中平均株式数(株) 11,739,340 13,455,533 12,426,960

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 

(商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づくストックオプショ

ンとして当社並びに子

会社の役職員に付与) 

潜在株式の 
種類 新株予約権

潜在株式数 119,200株

(商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づくストックオプショ

ンとして当社並びに子

会社の役職員に付与) 

潜在株式の
種類 新株予約権

潜在株式数 239,200株

(商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基

づくストックオプショ

ンとして当社並びに子

会社の役職員に付与) 

潜在株式の 
種類 新株予約権

潜在株式数 119,200株



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(公募による新株式発行) 

平成16年10月8日開催の取締役会

において下記のとおり新株式発行を

決議し、平成16年11月4日に払込が

完了いたしました。 

この結果、平成16年11月4日で資本

金は、1,545,410千円、発行済株式

総数は13,339,440株となっておりま

す。 

  

(第三者割当(グリーンシューオプシ

ョン)による新株式発行) 

平成16年10月8日開催の取締役会

において第三者割当による新株式発

行を決議し、平成16年11月30日に

116,300株の申込みと払込みが完了

しました。 

(1) 募集方法 一般募集

(2) 発行新株式の種類及び株数 

普通株式 1,600,000株

(3) 発行価格 

1株につき 885円 

(4) 発行価格の 
総額 

1,416,000千円

(5) 発行価額 

1株につき 839円35銭 

(6) 発行価額の 
総額 

1,342,960千円

(7) 発行価額中資本に組入れない額

1株につき 419円35銭 

(8) 配当起算日 平成16年10月1日 

(9) 資金使途 
設備投資資金に充
当 

(1) 割当先 野村證券株式会社

(2) 割当先より申込み及び払込みが
なされた新規発行株式の種類及
び株数 

普通株式 116,300株

(3) 発行価額  

1株につき 839円35銭

(4) 発行価額中資本に組入れない額

1株につき 419円35銭

(5) 配当起算日 平成16年10月1日 

(6) 資金使途 
設備投資資金に充
当 

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(ストックオプションとして新株予約

権を発行) 

 当社は、平成17年6月25日開催の定

時株主総会において商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基ずくスト

ックオプションとして当社の役職員

(当社の取締役・従業員・顧問・嘱託

及び監査役、並びに子会社の役職員)

に対する新株予約権の発行について

決議いたしました。これは役職員の

業績向上に対する意欲や士気を高め

るためのものであります。なお、ス

トックオプションとして発行するこ

とから、新株予約権の発行価額は無

償としています。 



  

  

(2) 【その他】 

平成17年11月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

１ 中間配当による配当金の総額………………40,366,380円 

２ １株当たりの金額……………………………3円 

３ 支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成17年12月9日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(子会社の設立について) 

当社は、平成16年12月15日開催の

取締役会において、主にプロジェク

ター用反射鏡の製造を行うため、当

社の100%子会社として新潟岡本硝子

株式会社(仮称)を設立することを決

議いたしました。設立する子会社の

概要は以下のとおりであります。 
  
(1) 名称 

新潟岡本硝子株式会社
(仮称) 

(2) 住所 新潟県柏崎市 

(3) 資本金 10,000千円 

(4) 主要な事業の内容 

プロジェクター用反射鏡の製造

(5) 会社設立の時期 

  
平成17年2月予定 
  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。 

         

(2) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
2項第2号の2(ストックオプションの発行)の
規定に基づく臨時報告書であります。 

 
平成17年10月14日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

岡 本 硝 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている岡本硝子株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、岡本硝子株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

岡 本 硝 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている岡本硝子株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、岡本硝子株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

岡 本 硝 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている岡本硝子株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、岡本硝

子株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

岡 本 硝 子 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている岡本硝子株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、岡本硝

子株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 
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